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　 労災保険（ 労働者災害補償保険） と は、労働者が「 仕事の上」 で怪我を し たり 病気にかかっ

たり 、又は「 通勤途中」 で事故にあっ たり し た場合に、わずかな保険料で国が使用者に代わっ

て治療費や休業補償費などの補償・ 給付をする制度です。

　 労災保険への加入は、 使用者や労働者の意思に関わら ず、 労働者を １ 人でも 雇用し ていれ

ば、 全ての事業所が労災保険の適用対象になり 、 使用者は保険加入手続き を し なければなり

ません。 また、 パート タ イ ム労働者や１ 日だけのアルバイ ト 等も 含めて、 雇用形態や名称に

関係なく 、 全ての労働者に労災保険が適用さ れます。

　 労災保険料は全額使用者が負担し 、 労働者の負担はあり ません。（ 労働者災害補償保険法

第２ 条の２ 、 第３ 条）

　 なお、 労災保険の給付を 受ける には、 労働者又はその遺族が所定の保険給付請求書に必要

事項を 記載し て事業所の所在地を 管轄する労働基準監督署に提出し なければなり ません。 そ

の際、 使用者は、 労働者の請求手続き に協力する義務があり ます。

　 また、 保険給付は、 在職中に初診日（ 医師の最初の診察） があるこ と が必要で、 請求権は、

２ 年（ 障害給付と 遺族給付については５ 年） で時効により 消滅し ます。

※労災保険のお問合せ先は、 事業所の所在地を管轄する労働基準監督署です。

1 労災保険

Ⅱ　 各種保険

参考： 主な給付の種類（ 業務災害の場合）

　 　 ①療養補償給付

　 　 ②休業補償給付

　 　 　 休業特別支給金

　 　 ③傷病補償年金

　 　 ④障害補償給付

　 　 ⑤介護補償給付

　 　 ⑥遺族補償給付

　 　 ⑦葬祭料

治療や診察を 受けら れます。

葬祭を 行っ た者に対し て支給さ れます。

労働者が亡く なっ た場合に、 遺族に対し て年金や一時金が支給

さ れます。

傷病補償年金や障害補償給付を 受給し 、 現に介護を 受けている

場合に、 その介護に要し た費用が支給さ れます。

怪我や病気が治っ た後、 障害が残っ ている 場合に、 障害の程度

に応じ て年金、 又は一時金が支給さ れます。

怪我や病気による 療養を 開始し てから 、 １ 年６ か月を 経過し て
も 治ら ない場合に年金が支給さ れます。

賃金が受けら れない場合に、 休業の４ 日目から 「 給付基礎日額」
（ 平均賃金） の６ 割が支給さ れます。

｢給付基礎日額｣の 2 割が支給さ れます。

※上記①～⑦は通勤災害の場合、①療養給付・ ②休業給付・ ③傷病年金・ ④障害給付・ ⑤介護給付・ ⑥遺

　 族給付・ ⑦葬祭給付と いう

※「 給付基礎日額」 と は、原則と し て、給与日額を 算定すべき こ と が発生し た日（ たと えば怪我を し た日）

　 以前３ か月間の賃金の総額を その期間の総日数で割っ た金額
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　 雇用保険と は、 労働者が失業し たと き に、 ある程度の生活を 確保し ながら 、 新たな仕事を

探すこ と ができ るよう 一定期間給付を受けるこ と ができ る制度です。

　 雇用保険への加入は、 労働者を １ 人でも 雇用し ていれば、 全ての事業所が適用対象になり 、

事業主は保険加入の手続き を し なければなり ません。 労働者は原則と し て全員が対象（ 被保

険者） になり ま すが、 パート タ イ ム労働者（ 短時間労働被保険者） は、 次の適用要件を 満

たすこ と が必要です。 また、 季節的に雇用さ れる 人は適用除外と なり ます。（ 雇用保険法第

５ 条第１ 項、 第６ 条第１ 項）

※平成２ ９ 年１月１日以降、６ ５ 歳以上の労働者についても 、「 高年齢被保険者」として雇用保険の適用対象と なります。また、

　 令和４ 年１月１日以降、次のいずれかの要件も満たす労働者が厚生労働大臣に申し 出た場合には、高年齢被保険者と なる

　 こと ができるよう になります。

　（  1  ）二以上の事業主の適用事業に雇用さ れる65歳以上の労働者

　（  2  ）一の事業主の適用事業における１ 週間の所定労働時間が20 時間未満

　（  3  ）二の事業主の適用事業（ 労働者の一の事業主の１ 週間の所定労働時間が一定時間数以上であるものに限る。）における

　 　    １ 週間の所定労働時間の合計が2 0 時間以上

2 雇用保険

　 保険料は、 労働者の賃金総額に雇用保険料率を 乗じ た額を 、 使用者と 労働者がそれぞれの

負担割合に応じ て負担し ます。（ 労働保険の保険料の徴収等に関する法律第３ ０ 条）

　 なお、雇用保険を受給する手続き は、自分の住所地を管轄する公共職業安定所（ ハローワー

ク ） で行いますので、 詳し く は最寄り の公共職業安定所までお問合せく ださ い。

※雇用保険に未加入と さ れた者に対する遡及適用期間

◆使用者から 雇用保険被保険者資格取得届が提出さ れていなかっ たために、 雇用保険に

　 未加入と さ れていた方は、 こ れまで被保険者であっ たこ と が確認さ れた日から ２ 年前

　 まで雇用保険の遡及適用が可能です。

◆雇用保険料を 天引き さ れていたこ と が給与明細等の書類により 確認さ れた方について

　 は、 ２ 年を超えて、 保険料を 徴収さ れている こ と が確認でき る最も 古い時期まで遡っ て、

　 被保険者と なる こ と が可能です。

■■短時間労働者、 派遣労働者の雇用保険の適用範囲■■

　 次のいずれの要件も満たす場合は、 短時間労働者、 派遣労働者も対象と なります。

（ １ ） １週間当たりの所定労働時間が２ ０ 時間以上であること 。

（ ２ ） ３１日以上継続して雇用さ れる見込みがあること 。

●「 ３１日以上の雇用見込があること 」 とは

　 ３１日以上雇用が継続し ないこと が明確である場合を除き 、 この要件に該当するこ

とになります。 つまり 、 ３１日未満の短期雇用でも 、 以下の場合は雇用保険の適用範

囲に含まれます。

 ・ 更新規定がある場合

 ・ 同様の雇用契約により雇用さ れた労働者が、 ３１日以上雇用さ れた実績がある場合

 ・ 実際に３１日以上引き続き雇用さ れた場合

●事業主が行わなければならない手続

 ・ 資格取得届： 被保険者と なった日の属する月の翌月１０ 日までに所管のハローワーク  

　 　 　 　 　 　 　 へ届け出る。 

 ・ 資格喪失届： 被保険者でなく なった日の翌日から起算して１０ 日以内に所管のハロー 

　 　 　 　 　 　 　 ワークへ届け出て離職票の交付手続きを行う 。
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２ 　 基本手当を 受給でき る期間は、 原則と し て離職し た日の翌日から １ 年間に限り ます。

　 　 ただし 、 その間に病気、 怪我、 妊娠、 出産、 育児等の理由により 引き 続き ３ ０ 日以上働

　 く こ と ができ なく なっ たと き は、 その働く こ と のでき なく なっ た日数だけ、 受給期間を 延

　 長するこ と ができ ます（ 延長でき る期間は最長で３ 年）。

４ 　 基本手当の支給を 受けるには、 受給資格決定日から ４ 週間に１ 回ずつ設定さ れた「 失業

　 認定日」 に求職の申し 込みを 行っ た公共職業安定所に出頭し 、 直前２ ８ 日間の各日につい

　 て、「 失業の認定」 を受けなければなり ません。 　

３ 　 基本手当は、 受給資格者が公共職業安定所に来所し 、 求職の申し 込みを 行っ た日（ 受給

　 資格決定日） から 失業状態の日があっ ても 、 通算し て７ 日間は支給さ れません。

参考： 主な失業等給付の種類（ 雇用保険法第１ ０ 条）

　 　 ①求職者給付

　 　 ②就職促進給付

　 　 ③教育訓練給付

　 　 ④雇用継続給付

雇用保険の被保険者が、 解雇・ 倒産・ 自己都合等により 離職し 、

働く 意思と 能力があり ながら 就職でき ない場合に支給さ れる 基

本手当（ 失業手当） 等

労働者が離職後、 公共職業安定所に失業と 認定さ れ、 求職の申

込みを し ている と き に再就職が決まり 、 さ ら に一定の要件を 満

たし た場合に支給さ れる再就職手当等

国が指定する 教育訓練を 修了し た場合に本人が教育訓練施設に

支払っ た経費の一部が支給さ れる給付金等

高年齢者や、 育児休業・ 介護休業を 取得する被保険者に対し て、
一定の要件を 満たし た場合に支給さ れる 給付金等

■■基本手当（ 失業手当） の受給資格要件■■

（ 1） 離職によっ て、 被保険者資格を失っ ているこ と 。

（ 2） 労働の意思・ 能力がある にも かかわら ず、 職業に就く こ と ができ ない状態にあるこ と 。

（ 3 ） 離職の日以前の２ 年間に、 被保険者期間（ 雇用保険に加入し ていた月） が通算し

　 　 て１ ２ か月以上（ ただし 、＊１ 特定受給資格者、 又は＊２ 特定理由離職者に該当する 場合

　 　 は、離職の日以前の１ 年間に６ か月以上） ある こ と 。（ 賃金支払基礎日数１ １ 日以上）

＊１ 「 特定受給資格者」： 倒産・ 解雇等の理由により 再就職の準備をする時間的余裕な 

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　   く 離職を 余儀なく さ れた方

＊２ 「 特定理由離職者」： 期間の定めのある 労働契約が更新さ れなかっ たこ と その他や

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　   むを得ない理由により 離職し た方（ 特定受給資格者を 除く 。）

１ 　 基本手当を受給するためには、 次の３ つの要件を満たす必要があり ます。

５ 　 基本手当は、 原則として４ 週間に１回、 失業の認定を受けた日数分が支給さ れます。

例： 給付制限がない場合

離職 受給資格決定日

待期（ 7 日間）

時間

4 週4 週

失業の認定 失業の認定
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■■基本手当（ 失業手当） の支給額■■

　 雇用保険で受給できる１日あたり の

金額を「 基本手当日額」といいます。

　 この「 基本手当日額」は原則として離

職した日の直前の６ か月に毎月支払わ

れた賃金（ 賞与等は除く 。）の合計を

１８０ で割った金額（ 賃金日額）のおよそ

５０ ％～８０ ％（ ６０ 歳～６ ４ 歳は４５ ％

～８ ０ ％）と なっており 、賃金の低い方

ほど高い率と なっています。基本手当

日額は年齢区分ごと にその上限額が定

められています。

注： 令和 2 年 1 0 月 1 日以降に自己都合で離職し た場合、 ５ 年間の内２ 回までは給付制限　

　 期間が３ か月から ２ か月に短縮さ れています。（ 雇用保険法第３ ３ 条）

注： 6 0 歳以上で定年退職し た場合、 所定の手続き を し てから 7 日間の待期を も っ て基本手

　 　 当が支給さ れます。（ 雇用保険法第２ １ 条）

●倒産・ 解雇等により 、 再就職の準備を する 時間的余裕がなく 離職を 余儀なく さ れた方（ 特

　 定受給資格者） については、自己都合・ 定年退職等により 離職し た方（ 一般離職者） に比べ、

　 手厚い給付日数と なる場合があり ます。

●期間の定めのある労働契約が更新さ れなかっ たこ と により 離職さ れた方（ 特定理由離職者）

　 は、 基本手当の所定給付日数が特定受給資格者と 同様に手厚く なる場合があり ます。

（ ２ ）自己都合・ 定年退職などにより 離職した方（ 一般離職者）　

１ 年未満
１ 年以上

５ 年未満

９ ０ 日

５ 年以上

10 年未満

９ ０ 日

10 年以上

2 0 年未満

１２ ０ 日

2 0 年以上

１５ ０ 日全年齢

離職時の年齢

被保険者であった
期間

■■基本手当（ 失業手当） の所定給付日数■■

（ １ ） 倒産・ 解雇等の理由によ り 再就職の準備を する 時間的余裕なく 離職を 余儀なく さ れた方

　 　（ 特定受給資格者）

１ 年未満

９ ０ 日

９ ０ 日

９ ０ 日

９ ０ 日

９ ０ 日

１ 年以上

５ 年未満

９ ０ 日

１２ ０ 日

１５ ０ 日

１８ ０ 日

１５ ０ 日

５ 年以上

10 年未満

１２ ０ 日

１８ ０ 日

１８ ０ 日

２ ４ ０ 日

１８ ０ 日

10 年以上

2 0 年未満

１８ ０ 日

２１０ 日

２４ ０ 日

２ ７ ０ 日

２１０ 日

2 0 年以上

－

２４ ０ 日

２ ７０ 日

３ ３ ０ 日

２４ ０ 日

3 0 歳未満

3 0 歳以上 3 5 歳未満

3 5 歳以上 4 5 歳未満

4 5 歳以上 6 0 歳未満

6 0 歳以上 6 5 歳未満

離職時の年齢

被保険者であった

期間

※基本手当日額の下限額は、 年齢に関係なく 、2 ,2 9 5 円です。 　

（ 令和6 年8月1日改定）

年齢区分

３０ 歳未満

３０ 歳以上４５ 歳未満

４ ５ 歳以上６ ０ 歳未満

６ ０ 歳以上６５ 歳未満

基本手当日額（ 上限）

7 , 0 6 5 円

7 , 8 4 5 円

8 , 6 3 5 円

7 , 4 2 0 円
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　 健康保険と は、 労働者やその家族の仕事以外による病気、 怪我、 死亡、 あるいは出産など

の際に必要な医療給付や手当金の支給を行う 制度です。

　 健康保険は、 使用者や労働者に加入の自由があるのではなく 、 全ての法人の事業所、 及び

労働者が５ 人以上の個人事業所（ 農林水産・ サービ ス業等を 除く 。） は、 必ず健康保険に加

入し なければなり ません（ 適用事業所）。 適用対象と なら ない場合は、 市町村が運営する 国

民健康保険に加入するこ と になり ます。（ 健康保険法第３ 条）

１ 　 適用事業所

２ 　 任意適用事業所

　 また、 パート タ イ ム労働者の場合も 、 原則と し て、 次の要件にすべて当てはまる人は、 健

康保険に加入し なく てはなり ません（ 年収より も 次の要件が優先さ れます。）。

　 健康保険には、 全国健康保険協会が保険者である健康保険（ 協会けんぽ） と 、 健康保険組

合が保険者である組合管掌健康保険（ 組合健保） の２ 種類があり ます。（ 健康保険法第４ 条）

　 保険料は、「 標準報酬月額」 及び「 標準賞与額」 に保険料率を乗じ た額を 事業主と 労働者（ 被

保険者） が半分ずつ負担し ます。（ 健康保険法第１ ６ １ 条第１ 項）

　 なお、 詳し く は、 協会けんぽの場合は事業所の所在地を 管轄する全国健康保険協会、 組合

健保の場合はその組合までお問合せく ださ い。 　

3 健康保険

（ 1 ） １ 週間の所定労働時間がその事業所で同種の仕事を し ている通常の労働者の

　「 ４ 分の３ 以上」 であり 、 かつ１ か月の所定労働日数がその事業所で 同種の

　 仕事を し ている 通常の労働者の｢4 分の 3 以上｣であるこ と 。

（ 2） 雇用期間が継続し て２ か月以上であるこ と 。

職　 　 　 　 　 種 法　 人

５ 人

以上

適　 用 適用
任意

適用

５ 人

未満

５ 人

未満

５ 人

以上

個　 人

①物の製造・ 加工等 ②鉱業・ 土石の採取 ③電気・ ガス 

④運送 ⑤貨物の積みおろ し  ⑥物の販売・ 配給 

⑦金融・ 保険 ⑧物の保管・ 賃貸 ⑨あっ せん 

⑩集金・ 案内・ 広告 ⑪清掃等 ⑫土木・ 建築 

⑬教育・ 研究・ 調査 ⑭医療 ⑮通信・ 報道 ⑯社会福祉

職　 　 　 　 　 種 法　 人

５ 人

以上

適　 用 任意適用

５ 人

未満

５ 人

未満

５ 人

以上

個　 人

①農業・ 畜産業・ 水産業・ 林業などの第一次産業

②旅館・ 飲食店・ 料理店・ 接客業・ 娯楽業・ 理美容業

　 などのサービス業

③弁護士・ 税理士・ 会計士などの専門サービス業

④神社・ 寺院・ 教会などの宗務業

※令和 6 年１ ０ 月より 適用拡大の要件が変更になり まし た（ P.３ ５ 参照）。
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３ 　 任意継続被保険者

　 ２ か月以上継続し て健康保険の被保険者であっ た人が、 退職後も 任意で健康保険の被保険

者と なるこ と を 「 任意継続」 と いい、 健康保険に最大２ 年間加入するこ と ができ ます（ 後期

高齢者医療制度の被保険者は除く 。）。

　 任意継続被保険者と なるには、 資格喪失後２ ０ 日以内に「 健康保険任意継続被保険者資格

取得申出書」 を 居住地管轄の協会けんぽに提出し なければなり ません。

　 加入し ていたと こ ろ が組合健保の場合は、 その健康保険組合へ提出し ます。 保険料につい

ては、 こ れまで使用者と 折半であっ たも のが個人加入と なるため全額負担と なり ます。

　 保険給付については、 傷病手当金と 出産手当金は給付対象外と なり ますが、 それ以外は被

扶養者を 含めてこ れまでどおり 一般の被保険者と 同じ に給付さ れます。

※任意継続の注意点

　 保険料額は、 資格喪失時の標準報酬月額又は2 8 万円のいずれか低いほう の額に、 保険料率

　 を 乗じ た額の全額（ 給料から 差し 引かれていた額のおおよ そ倍） と なり 、 2 年間一律と な

　 り ます。

４ 　 国民健康保険の資格取得

　 健康保険の適用事業所を 退職後に国民健康保険の被保険者と なる 場合は、 市区町村の国民

健康保険窓口で資格取得の手続き を 行わなければなり ません。

　 医療保険の制度は重複せずにいずれか一つの制度に加入するこ と になるため、 健康保険の

資格喪失日を 確認でき る 資料が必要と なり ます。 そのため勤務し ていた事業所から 資格喪失

退職証明書などを 交付し ても ら い提出し てく ださ い。 なお、 7 5 歳以上の後期高齢者医療制

度の被保険者は、 国民健康保険及び被用者医療保険の被保険者や被扶養者にはなり ません。

参考： 主な保険給付の種類（ 健康保険法第 5 2 条）

　 　 ①療養給付

　 　 ②高額療養費

　 　 ③傷病手当金

労働者（ 被保険者） や被扶養者が病気や怪我で 治療する と き、

医療費の７ 割分が給付さ れる（ 残り ３ 割は自己負担）。

労働者（ 被保険者） や被扶養者が同一月に支払っ た医療費の自
己負担額が一定額を 超えたと き 、 本人の申請によ り 超えた分の

金額が払い戻さ れる。

4 日目から １ 年６ か月（ ※） の範囲内で、 原則と し て標準報酬
日額の３ 分の２ 相当額が支給さ れる 。
※令和4 年1月1日以降、傷病手当金の支給期間は通算化さ れ、出勤に伴い不支給と なっ

た期間がある場合、その分の期間を延長して支給が受けられるよう になりました。

他にも 、 出産手当金・ 育児一時金、 家族療養費・ 埋葬料などがあり ます。
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　 厚生年金保険と は、 労働者の老後の生活保障が主な目的ですが、 障害者と なっ て働けなく なっ

た時の生活や、 死亡時の遺族の生活に必要な年金の給付も 行う 制度です。

　 厚生年金保険は、 健康保険と 同様、 使用者や労働者に加入の自由がある のではなく 、 全ての

法人の事業所及び労働者が５ 人以上の個人事業所（ 農林水産・ サービ ス業等を 除く 。） は、 必ず

厚生年金保険に加入し なければなり ません（ 適用事業所）。 ２ ０ 歳以上６ ０ 歳未満で、 こ の保険

に加入でき ない人は、国民年金に加入する こ と になり ます。（ 厚生年金保険法第６ 条、第１ ２ 条）

　 また、 パート タ イ ム労働者の場合も 、 原則と し て次の要件にすべて当てはまる 人は、 厚生年金

保険に加入し なく てはなり ません（ 年収よ り も 次の要件が優先さ れます。）。

　 厚生年金保険は、 ２ 階建ての建物を イ メ ージすると わかり やすく 、 １ 階部分に当たるのが

すべての国民に共通する基礎年金（ 国民年金） で、 ２ 階部分に当たるのが厚生年金保険です。

　 し たがっ て、 老齢になっ て年金を 受け取る と き は、 国民年金から 老齢基礎年金が、 厚生

年金保険から は老齢厚生年金が支給さ れる こ と になり ます。

4 厚生年金保険

　 厚生年金保険料は、「 標準報酬月額」 及び「 標準賞与額」 に保険料率を 乗じ た額を 、 使用者

と 労働者（ 被保険者） が半分ずつ負担し ます。（ 厚生年金保険法第８ ２ 条第１ 項）

　 なお、 厚生年金保険のお問合せ先は、 事業所の所在地を 管轄する 年金事務所になり ます。

［  国民年金の資格取得 ］

　 厚生年金の適用事業所を 退職後に国民年金の被保険者と な る 場合は、 種別変更の手続き を 行

わなければなり ません（ 6 0 歳未満の方のみ）。

　 年金制度は重複せずいずれかの種別に加入する こ と と なる ため、 勤務し ていた事業所から 離

職日のわかる 離職票や退職証明書などを 交付し ても ら い、 手続き の際に年金手帳と 併せて提示

し てく ださ い。

　 なお、手続き 先は、配偶者が厚生年金に加入し ている 場合は、配偶者が勤務し ている 事業所へ、

その他の場合は、 お住まいを 管轄し ている 市区町村の担当窓口又は年金事務所と なり ます。

（ 1 ） １ 週間の所定労働時間がその事業所で同種の仕事を し ている 通常の労働者の

　「 ４ 分の３ 以上」 であるこ と 。

（ 2） 1 か月の所定労働日数がその事業所で 同種の仕事を し て いる 通常の労働者
　 の｢4 分の 3 以上｣であるこ と 。

（ 3） 雇用期間が継続し て２ か月以上であるこ と 。

※令和 6 年１ ０ 月よ り 要件が変更になり まし た（ P３ ５ . 参照）。

３ 階

２ 階

１ 階

会社員や公務員 会社員や公務員に扶養さ れている配偶者自営業・ 農業・ 学生など

国民年金
（ 第１ 号被保険者）

国民年金
（ 第２ 号被保険者）

国民年金
（ 第３ 号被保険者）

厚生年金

基礎
年金

※老齢基礎年金は、 平成２ ９ 年 8 月１ 日から受給資格期間が１ ０ 年以上あれば、 ６ ５ 歳から 受給

　 できるよう になり まし た。

※社会保障・ 税一体改革のひと つと し て厚生年金と 共済年金の被用者年金の一元化が平成２ ７ 年

　 １ ０ 月１ 日より 実施さ れまし た。


